
  
 

令和４年度に未来研究所で実施した調査研究の報告会を開催しました  

調査研究①「草津市における単身世帯に関する調査研究」の主な内容 

社会構造の変化や人々の価値観が多様化していく中で、家族というものの形も変化しており、1 人暮らしの

増加が指摘されています。1 人暮らしの増加は、貧困や社会的孤立といったリスクが高まっていくと考えら

れており、特に今後

は、少子高齢化に伴

う高齢者の 1 人暮

らしが増加してい

きます。 

2020(令和 2)年の国

勢調査結果をみる

と、本市においては全国・滋賀県と比べて単独世帯の割合が高く、15-24歳の単独世帯の割合が最も高くなっ

ていますが、単独世帯の増加率は、女性の 85歳以上が最も高い増加率であり、高齢者の単独世帯が増加して

います（「性別・年齢 5歳階級別の単独世帯割合の推移」参照）。 

高齢者の 1 人暮らしの状況につ

いて、過去に草津市が実施した

「介護予防・日常生活圏域ニー

ズ調査」の再分析を行ったとこ

ろ、1 人暮らしは 1 人暮らし以

外と比べ、主観的幸福観が低く、

手段的日常生活動作スコアは高

いことがわかりました（「男女別 主観的幸福感の平均値」参照）。また、男性は、相談相手や看病してくれ

る人が「いない」割合が高く、孤立に陥る恐れが高い可能性があります。 

1 人暮らし高齢者に向けた施策は、これまでの支援に加え、男性をターゲットとした支援の検討も必要では

ないかと考えられます。また、孤立については、高齢期以前から潜在的に問題が存在していることから、多

世代を対象として取組むことが求められ、早期に実態を解明する必要があると考えられます。 
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調査研究②「大学生の意識に着目した草津市の魅力向上のための基礎調査」の主な内容 

1994年に、立命館大学びわこ・くさつキャンパス（以下 BKCという）が開設され、草津市は 2003年に立命館

大学と包括協定を締結し、これまで連携協力事業を進めてきました。今後の連携をより深化させ、更なる地

域の発展に繋げるため、大学生・市民のお互いの意識を把握するため、調査研究を行いました。 

BKC の学部生へのアンケート

調査では、多くの学生が草津市

を過ごしやすいまちと感じて

いることが分かりました。学部

生の関心事は大学での学びや

実践にあり、地域活動に参加し

たい意向も高い結果でした

（「大学生活において関心のあ

る項目」参照）。地域活動を経験した学生は、卒業後も草津市に住みたいという意向が高い結果でした。 

市内で地域活動を行っている学生団体へのヒアリング調査では、地域との関わりを重視する大学生が多く、

地域活動を通じて様々な体験やつながりを得ていることが分かりました。課題としては、新型コロナウイル

ス感染症による活動休止や卒業による活動継続、活動の拡充が挙げられます。 

30 歳以上の市民へのアンケート調

査では、大学や大学生の取組への

関心や関わりが高くない一方で、

半数以上の市民が草津市を大学や

学生のまちと感じていました。ア

ンケート結果から、大学へは地域

課題の解決や地域経済の活性化、

地域を支える人材の育成を望んでおられ、大学生には、地域を舞台とした活動や子どもに関する活動を期待

されていました（「大学生への期待」参照）。 

今後は、大学生と市民が互いの取組や課題を知る機会を設け、連携を深めることが重要となります。両者の

望みが重なる地域や子ども達の成長に関する分野を中心に、市民と大学生が結びつく仕組みを構築すること

が大切であると考えます。 

詳しい内容は草津未来研究所のホームページに掲載している調査研究報告書をご覧ください。 


